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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図15
　ところで，パソコン用の意思決定支援ソフトの代表例は表計算ソフトであり，Excelや1－2－3
がよく知られている。これらのソフトの最新版には情報を多次元的に参照したり，データベースと
地図情報などをリンクしてよりビジュアルに情報をナビゲーションするための機能も加えられるよ
うになった。たとえば，Excel　5．0にはピボットテーブルとよばれる新機能がついた。これはワー
クシートや外部データベースのデータを多次元の表にあらわし，自分の見たい切り口にもとづいて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　データから情報へ　21
データを眺めることを可能とする画期的な機能である。この機能は上記のPowerPlayと共通する
目的をもっており，Viewerほどではないがより多様な情報ナビゲーションを可能としてくれる。
図13～15は筑波商会の販売データをExcel上に移し，ピボットテーブルによって多次元的な表に
した結果を示している。表の上で自分の見たい項目（フィールド）を希望の位置（列，行あるいは
画面上段のページ）に置くことによって表は即座にその希望の形式，構成となる。
　このようにして本稿では意思決定活動を支援する情報技術について，とくに多様な情報ニーズに
応えるための諸機能を具体的なソフトの紹介をまじえて検討した。意思決定支援の領域における各
種のソフトウェアはごく最近になってあらわれてきたものである。それらのソフトの実用性は十分
に検討する必要があるが，少なくとも，かって概念的に行われていた議論をふまえて現実の情報技
術支援の可能性を検討するために重要な意味をもつものと思われる。今後の発展を注意深く注目し
ておきたい領域である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（i）　宮川公男編著，経営情報システム，中央経済社，1994年
（2）B．W．モーガン著，竹内一樹他訳，意思決定入門…ベイジアンの理論と手法，同文館，！971年
　　r市場大．1であるとする追加情報（市場調査の結果）が得られた場合，次式（ベイズの定理）によっ
　　て事後確率を求めることができる。
　　　　　　　　　　　　　　P（IDiL）　P（L）
　　　P（Ll［D）＝
　　　　　　　　　P（DIL）　P（L）　＋P（DiS）　P（S）
　　ここでしは市場規模が大であること，Sは市場規模が小であること，：Dは「市場規模大」であるとす
　　る調査結果，そしてP（L）は「市場規模が大」であることの事前確率，P（DIL）およびP（DIS）は実
　　際の市場規模がそれぞれ大あるいは小であるときに調査結果が大あるいは小と出る確率（条件つき確
　　率），さらにP（UD）は調査結果が「市場大」と出たときの事後確率（条件つき確率）である。
（3）　H．A．　SimOR，稲葉元吉他訳，意思決定の科学，産業能率大学出版部。1979年
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（6）　A．トフラー，徳山二郎監訳，第三の波，日本放送出版協会，！980年
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